
 

 

 

 

高浜発電所の安全確保について 

 

関西電力株式会社高浜発電所については、昨年６月、１、２号機の 60 年までの運転期間

延長の認可がなされ、また、本年３月には３、４号機に関する運転差止め仮処分が取り消

されたことにより、再稼働の準備が進められている。また、大飯発電所についても、再稼

働に向けた作業が進められている。 

しかしながら、昨年２月の高浜発電所４号機における水漏れ及び原子炉自動停止、さら

に本年１月の２号機におけるクレーン倒壊事故が相次いで発生したことから、地域の安全

に影響を及ぼしかねない事態が続いており、住民の不安は大きい。 

そのため、国としても事業者に対し、原子力発電所の安全性向上と、徹底した情報公開

について、不断の検証に基づき指導・監督を強化するよう強く求める。 

併せて、平成 28 年熊本地震の発生や、原子力防災訓練の成果を踏まえ、下記事項につい

ても、引き続き精力的に取り組まれるよう、要請する。 

また、国としては、原子力発電に相当程度依存する現在のエネルギー政策を早期に転換

すべきである。 

記 

 

１ 関係自治体の関与の明確化等次の点を含めた包括的な制度的枠組みを整備すること。 

○ 国の責任の明確化 

○ 同意を求める自治体の範囲（自治体の関与のあり方） 

○ 再稼働の手続きと判断基準 

○ 避難計画の実効性 

 

２ いわゆる原子力安全協定について、事業者の自主的な取組に任せることなく、次の

点に係る基準を定めること。 

○ 対象自治体の範囲 

○ 協定に定めるべき基本的な内容 

 

３ 施設のさらなる安全性向上を図るとともに、次の点について住民避難等緊急時対応

の実効性確保を図ること。あわせて、これらに対する人件費を含めた財政措置を行う

こと。 

○ 広域避難の際の渋滞解消 

○ 複数避難経路の確保など避難路のインフラ整備 



 

 

○ 避難車両及び運転員の確保、特に要支援者対策の広域調整 

○ 安定ヨウ素剤の配布や医療関係者などの人員体制の確保 

○ 広域避難者の受入れに係る国と事業者の費用負担の明確化及び法令による制度の

整備 

○ ＵＰＺ外における国が実施する緊急時モニタリング体制や地方自治体の情報伝達

体制の充実 

○ 自衛隊等実動組織の運用計画の具体化 

○ 実践的な訓練の実施 

 

４ 使用済み核燃料の処理や、廃炉に向けた対策など、原子力の「静脈」部分の整備を

行うこと。 

 

５ 原子力政策について、様々な機会をとらえて積極的に説明を行い、住民の疑問や意

見に対し、丁寧に対応すること。あわせて、40 年超の原子力発電所の必要性と安全性

など、なお残る近接自治体等の不安や懸念にも耳を傾け、真摯に対応すること。 
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